
 

2023 年６月 8 日 

エアロセンス株式会社 

エアロセンス株式会社（所在地：東京都北区、代表取締役社長：佐部浩太郎、以下、エアロセンス）はこの度、

国立研究開発法人 科学技術振興機構（JST）が推進する内閣府と文部科学省が定めた研究開発構想による

経済安全保障重要技術育成プログラム（K Program）、令和 4 年度第 1 回の研究開発構想（プロジェクト

型）「災害・緊急時等に活用可能な小型無人機を含めた運航安全管理技術」の「小型無人機技術」の公募（1

課題あたり最大 5 億円程度）において、当社が提案した次世代の垂直離着陸型固定翼（VTOL）ドローンの研

究開発課題が採択されました。この結果にともない、エアロセンスは現行機よりも大型の VTOL ドローンを開発いたし

ます。 

 

K Program とは、内閣府主導のもと創設された「経済安全保障重要技術育成プログラム」で、日本が国際社会に

おいて中長期的に確固たる地位を確保し続ける上で不可欠な要素となる先端的な重要技術について、研究開発

及びその成果の活用を推進するものです。 

 

 

次世代の大型 VTOL の開発に際してはプロジェクトを発足し、流体解析や無人航空機の設計に精通した学術機

関と連携し、研究開発を推進していきます。 

 

次世代の大型 VTOL は災害および緊急時の物資運搬や、精度の高い機器を搭載した撮影や点検での活用を想

定し開発を行い、ペイロードは現行機の VTOL 型ドローン「エアロボウイング」の 10 倍となる 10kg、飛行時間は 2

倍の 90 分以上、1000 メートル上空での飛行性能、防水などの対候性を備える予定です。また、「エアロボウイン

グ」にも次世代機に搭載する性能や機能を盛り込み、より高度な点検や調査などで活用が可能な機体へと改良を

図ります。次世代の大型 VTOL の完成は 2 年後を予定しており、当社のハイエンド機体として製品ラインアップに追

加する予定です。 

エアロセンス株式会社、内閣府が主導する 

経済安全保障重要技術育成プログラムに採択 

 ‐ 次世代の垂直離着陸型固定翼（VTOL）ドローンを開発 ‐ 

報道関係者各位 

エアロセンスが開発したVTOL初代機（左）と現行機「エアロボウイング」 AS-VT01（右） 



エアロセンス株式会社について 

2015 年設立。「ドローン技術で変革をもたらし、社会に貢献する」をミッションに、高い技術力から生み出されるユニークな

ハードウェアとソフトウェアのソリューションを測量・点検・監視・物流などの分野で展開。ハードウェアの設計からクラウド・デー

タ解析まで自社内の開発体制をフルに生かし、現場の方々がボタン一つで簡単に仕事を進めることができる “One push 

solution” を提供しています。受託開発や現場で実証実験などを行い、各企業に新たな価値（働き方）を創ります。 

エアロセンスホームページ：https://aerosense.co.jp/ 

 

本件に関するお問い合わせ先 

エアロセンス株式会社 広報  

TEL: 03‐3868‐2551 Email: admin_pr@aerosense.co.jp 

 

現行型と次世代の大型VTOL機の諸元比較 

 現行VTOL機「エアロボウイング」（AS-VT01） 想定する次世代の大型VTOL機 

全幅 2150mm 4500mm 

ペイロード 1kg 10kg 

飛行時間 約 40 分 90 分以上 

※ 次世代型 VTOL 機の諸元情報は計画段階のもので、変更の可能性があります。 

 

エアロセンスはこれまで環境省や国土交通省等が実施するさまざまな実証実験に協力した実績を持ち、その高い機

体性能や信頼性が認められています。2022 年 12 月、改正航空法が施行され有人地帯で目視外飛行が可能と

なるレベル 4 の解禁に伴い、国産ドローンメーカーとして機体性能の向上と販促を図り社会に普及させることで、ドロ

ーンの社会実装を拡大させてまいります。 

 

国立研究開発法人 科学技術振興機構ホームページ 

https://www.jst.go.jp/ 

 

経済安全保障重要技術育成プログラム 

https://www.jst.go.jp/k‐program/ 

 

https://aerosense.co.jp/

